様式第１号
参　加　申　込　書

令和　　　年　　　月　　　日

長野県企業局経営推進課長　様

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　㊞　（押印省略可）
　企業局事業等紹介パンフレット制作業務に係る公募型プロポーザルに参加したいので、資格要件具備説明書類を添えて参加を申し込みます。

なお、参加申し込みにあたり、下記の参加資格をすべて満たしていることを誓約します。
記

１　地方自治法施行令第167条の４第１項及び財務規則第120条第１項の規定により入札に参加することができない者でないこと。
２  物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け22管第285号）に基づく入札参加停止の措置を受けていないこと。

３  長野県建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年3月18日付け22建政技第337号）に基づく入札参加停止の措置を受けていないこと。

４  長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。

【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　    氏    名  　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｯｸｽ番号 　　　　　   　　     　  　　　　                                          
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  　　       　　  　　　　　 　
様式第１号の附表

令和　　　年　　　月　　　日
参加要件具備説明書類総括書

提出者名　　　　　　　　　　　　

１　長野県入札参加資格者登録番号及び等級区分
	登　録　番　号
	等級区分

	
	


２　同種又は類似業務の実績
	業　務　名
	
	
	

	(1)発注者名
	
	
	

	(2)契約金額
	
	
	

	(3)履行期間
	
	
	

	(4)業務の概要
	
	
	


　（注）１　会社としての実績とし、記載件数は代表的なものを３件までとする。
　　　　２　実績は、公告の日から過去５年以内に履行した業務を対象とする。
３　上記実績を証する契約書の写し及び資料（チラシ、報道資料、成果品等（ある場合））を添付すること。
３　当該業務の実施体制
（１）責任者
	職・氏名
	生年月日
	年齢　　　　　　　歳

	職歴等




（２）従事者（主担当者）

	職・氏名
	生年月日
	年齢　　　　　　　歳

	職歴等




　（注）最近の主な業務経歴は、公告の日から過去５年以内に履行した業務を対象とする。
様式第２号
業　務　等　質　問　書

提出日：令和　　年　　月　　日

	発注機関名
	長野県企業局経営推進課
	公　 告 　日
	令和５年９月15日

	業　 務 　名
	企業局事業等紹介パンフレット制作業務

	質問書提出者
	所　 　 在　  　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	電　　　　　　　話
	


	
	担当者　所属・氏名
	

	質問内容
	


様式第３号
企 　画　 提　 案　 書

令和　　　年　　　月　　　日

長野県企業局経営推進課長　様

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　(㊞)　（押印省略可）
（個人にあっては住所、氏名）
下記の業務について、企画提案書を提出します。

記

１　対象業務名　企業局事業等紹介パンフレット制作業務
２　公告日　令和５年９月15日
【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　    氏    名  　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｯｸｽ番号 　　　　　   　　     　  　　　　                                          
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  　　       　　  　　　　　 　
様式第３号の附表１
　　年　　月　　日

企　　画　　書

提出者名
	１　業務の実施者
	氏

名
	
	住所
	

	２　業務の実施方法
	

	３　業務の実施体制
	

	４　協議及び報告に
関する事項

	※委託者に対する協議や報告の頻度・方法などを記載してください。

	５　再委託の予定
	（委託先）

（委託内容）



	６　企画協力等の予定
	（協力を求める先）

（協力を求める内容）



様式第４号
経　費　見　積　書
令和　　　年　　　月　　　日
住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　(㊞)（押印省略可）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人にあっては住所、氏名）
	区分
	金額
	主な内容

	事業費
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	合計
	円
	


（記載上の注意事項）

　１　消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、経費見積額の
上限は、1,601,600円（消費税及び地方消費税を含む）としてください。
　２　諸経費等を含めてください。
　３　当様式は参考様式であり、見積金額の算出根拠があれば、それを代替として差し支えありません。
